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提出された意見の概要とそれに対する市の考え方

案 件 名：第５次あきる野男女共同参画プラン

（パブリックコメント実施時「第５次あきる野男女共同参画プラン（案）」）

募 集 期 間：令和４年１月１５日（土）～令和４年２月４日（金）

意見等提出件数：２９件（提出者６名）

第５次あきる野男女共同参画プラン（案）に対する意見募集にご意見をいただきありがとうございま

した。以下のとおり、ご意見の概要と市の考え方について、ご紹介させていただきます。

No 項 目 意見の概要 市の考え方

1 用語について

（全般）

国や都の計画に沿っているのでしょうが、あまりにも横文

字が多すぎる（説明ははいっているのですが。適当な日本語

はないのでしょうか）

本計画は、国や都の男女共同参画

等の計画や本市の状況を踏まえて

取りまとめております。また、用語

は、国や都の計画等の表記に準じて

おります。

用語につきましては、的確な日本

語が存在しない場合や、日本語化す

ることでかえって分かりづらくな

る場合がありますので、必要に応じ

て用語解説等で説明を加えさせて

いただき、補足をさせていただきま

す。

2 文章構成につ

いて

（全般）

このプランを一通り読んでみましたが、なかなか理解でき

ませんでした。前回の 4 次ではパブコメがなかったようです

が、やはりハードルが高いです。どうしたら、市民に読んで

もらい理解してもらえるかも考えてください。

市としましても、できる限り平易

な表記を心掛けておりますが、専門

的な表記を用いらざるを得ない面

もあることから、分かりづらい表記

となっている部分があり、誠に申し

訳ございません。

いただいたご指摘を重く受け止

め、今後の施策推進に当たり、分か

りやすい表記に努めてまいります。

また、第４次プランの策定の際に

も、パブリックコメントは実施して

おりますので、ご理解くださいます

ようお願いいたします。（第４次プ

ランのパブコメの際にご意見が提

出されなかったとのご意見である

場合には、ご容赦ください。）

3 市の将来像に

ついて

市民一人ひとりがこのあきる野市に住んでよかった、住み

続けられると言う誰にとっても優しい市になってほしいと

願います。

上位計画である第２次あきる野

市総合計画におきましても、将来都

市像の一部分に「安全・安心なまち」

を掲げており、その根幹には「誰も

がこのあきる野の地でいきいきと

健やかに暮らし続けることができ

る、「住みよく」「住み続けられるま

ちづくり」という考え方を位置付け

ております。

本計画におきましても、第２次総

合計画の考え方を踏まえ、いただい

たご意見のとおりのまちとなるよ

う、男女共同参画社会の実現に向け

て各種施策に取り組んでまいりま

す。
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4 女性の社会参

画・活躍につい

てのイメージ

に関して

そもそも「男女共同参画社会」とは一体どういうものなの

かについて、市民の認識が薄いという現状があると思われま

す。例えば「男女平等」という言葉についても、同じ言葉を

用いているにも関わらず結果平等と機会平等で異なるイメ

ージを持つ場合があります。ジェンダー平等と男女平等の違

いを理解しているのかどうかによっても、例えば多くの評価

のよりどころとなっている市民アンケートの結果に影響が

あろうかと思われます。言葉を用いている限り、そういった

誤解はつきものではありますが、そういった議論がまだ十分

深まっていない現状をまずは何とかしなければならないの

ではないでしょうか。そういった意味で、施策の方向性の１

番目を意識形成としていることについては賛成です。しか

し、計画の基本的事項の内容をみるにつけ、気になる点があ

ります。それは、女性の活躍、女性の社会参画のモデルが、

職業的な面や政策・方針決定の場にける数という限定的なも

のでしか語られていないことです。私が、これまで社会教育

に関わる中で感じていることは、女性は、社会活動の中です

でに十分活躍し社会参画してきていたということです。今、

職業的な女性の活躍が推進されていますが、女性が働くこと

によって、社会活動の担い手が不足している現状がありま

す。地域の崩壊が叫ばれている現状は、そういった職業的な

面でのみ女性の活躍を語ることにも原因のいったんがある

のではないでしょうか。国の指針等もあるのはわかります

が、そういったことにただ追従するのではなく、あきる野市

として輝くビジョンをぜひ持っていただきたいと思います。

ちなみに、川崎市の子どもの権利条例策定の際、子どもの社

会参画について議論した中で出た意見に、「意見を言うこと

が社会参画」という趣旨のものがあります。女性（というあ

る意味弱い立場の者）が、自分の考えを表現できる社会づく

りが大切ではないかと思います。

市としましても、ご指摘のとお

り、以前から女性が参画し、活躍し

てきた分野があることは認識して

おります。

本計画の基本理念にありますと

おり、全ての人が、「あらゆる分野

において自らの個性と能力を十分

に発揮し輝くことができる社会」を

実現することが重要であると考え

ており、あらゆる分野において、女

性がその能力を発揮できるように

していくことを本計画の方向性と

しております。

なお、Ｐ15 の「6計画の性格・位

置付け」に記載しておりますとお

り、本計画の第 2章方向性Ⅲに位置

付けられた施策については、本市の

「女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策についての計画」

に当たり、職業分野における女性の

活躍推進に着目した施策を位置付

けておりますので、ご理解ください

ますようお願いいたします。

いただいたご指摘につきまして

は、今後の施策推進に当たり、貴重

なご意見として受け止めさせてい

ただきます。

第１章

5 2 計画の目的

（P.6）

文章について修正を提案します

原文「この計画は、全ての人が、性別や年齢、国籍等にとら

われることなく」

修正文「この計画は、あきる野市民すべての人が、性別や年

齢にとらわれることなく」

修正を提案する理由

あきる野市の共同参画プランであるので対象者を明確に

すべきである。

男女共同参画プランであるのに「国籍にとらわれることな

く」とのが記載があることで本プランの主旨が大きく変化し

てしまう。

このまま読むと外国籍のあきる野市民にあらゆる分野に

責任をもって参画してもらい 多様な生き方を自由に選択し

てもらい、豊かさを享受することができる社会の実現を目指

して、実効性のある施策をあきる野市民が推進となってい

る。

多様な生き方を自由に選択してその結果が豊かさを享受

できる社会につながるためには 許容できる範囲内の多様な

生き方でなければならない。日本人として当然と考える常識

の範囲を超えた無制限の多様な生き方を自由に選択するこ

とは争いが多発し社会不安へとつながっていく。

現在日本国には多くの外国人(国民の 2%程度)が生活して

おり、その内中国、ベトナム、フィリピンで半数以上(約 60%)

を占め、関東に半数以上が住んでいるとの統計値もある。

Ｐ15 の「6計画の性格・位置付け」

に記載しておりますとおり、本プラ

ンは、「本市」における「男女共同

参画社会の形成の促進に関する施

策についての基本的な計画」に当た

るものとなります。このため、改め

て「あきる野市民」という表記はし

ておりませんので、ご理解ください

ますようお願いいたします。

また、第５次プランから「国籍等」

を加えましたが、これは、外国にル

ーツを持つ方が増加している事実

を踏まえ、文化的差異等をその人の

持つ個性の一つと捉え、全て人がそ

の個性等を発揮しながら、様々な分

野で活躍できる社会の実現を目指

すに当たり、まずは相互理解が重要

であるという大枠の考え方を示し

たものであり、国の多文化共生の考

え方とも合致するものであると捉

えております。
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それにつれて当然外国人の犯罪もふえている。

一方、中国には国防動員法がある。国外に住む中国人も対

象であり、有事の際に国防義務を履行せず、拒否すると刑事

責任を問うことが可能である。日本に居る中国人も当然対象

である。尖閣諸島には日本の民主党政権以来中国海警船が日

本の領海近くを航行し領海侵入も行っている。

グローバル化(国境をなくそう)の先行した世界をみれば

それは各国で行き詰まりをみせているのがわかる。

英国はなぜEUをはなれる決断をしたか？ なぜアメリカにト

ランプが現れたか？

当然グローバル化推進勢力はそれらを押しのけようとし

ている。日本でも同様である。

以上の見地から刮目してこの案を読めば、この計画から国

籍の文字は消し去るべきであり、男女共同参画の理念に戻る

べきであることがわかる。

その中で日本の文化、伝統は守って行くことが豊かさを享

受する社会の実現につながるのです。

第２章

6 方向性Ⅰ

施策分野１

施策１

男女共同参画

に係る意識啓

発の推進

（P.20）

企画政策課の「情報提供」は、東京都もしくは自前作成の

リーフレットを、配布、もしくは要所に配置するということ

でしょうか？それとも啓発広報紙の発行など、もう一歩進ん

だ形の「情報提供」なのでしょうか。

女性蔑視、女性差別の歴史は、有史以来、今日まで手を替

え、品を変え、ほぼ人類の全歴史を覆うほどに長く続いた強

固なものです。その間には、たとえば「女は成仏できない」、

「女は不浄」、「女は感情的である」など、男性支配を正当化

する数々の理論、教説が生み出されており、現代においても

それらのまことしやかなご託宣とは訣別できていません。そ

れどころか、これら男性支配を正当化する理論に、被害者で

ある女性たち自身が自ら率先してその理論を受け入れ、差別

を内面化してしまっているように見える時もあります。

そうした長い女性差別の歴史を顧みるならば、この町の住

民の意識を真に男女平等なものに変え、新たに男女平等社

会、男女共同参画社会を構築していくには、よほどの覚悟と

施策でもって臨む必要があると思います。国や都、そして市

のリーフレット置くというおざなりな施策では、男女平等社

会をあきる野市に根付かせることはできないと思います。

では、どのような施策が望ましいのか。私は、企画政策課

に対しては、その実力を遺憾なく発揮していただき、ぜひ「男

女共同参画条例」をこのあきる野市で実現していただくこと

を最優先施策として明記していただきたいと思います。

現在、多摩 26 市のうち、男女共同参画条例、男女平等参

画条例など名称は若干異なりますが、同趣旨の条例を制定し

ている市は立川市、国立市（女性と男性及び多様な性の平等

参画）、武蔵野市、三鷹市、小金井市、小平市、日野市、東

村山市、国分寺市、東大和市、清瀬市、多摩市、羽村市の 13

市と半数であり、現在検討を進めている八王子市を加えれ

ば、すでに過半数を超える市が同趣旨の条例を制定、もしく

は準備している状況にあると言えます。

市民の代表である議会が「男女共同参画条例」について真

剣に討議し、制定に努力する一方、行政は行動計画を力強く

推進する、そうした全市的な取組がなされてはじめて、市民

の理解も進み、全市民が「自分事」としてその実現に関わる

ようになるのではないでしょうか。

次回の６次プランは２０２７年度からの実施が見込まれ

ます。その時点まで条例づくりに手を付けないというので

情報提供の方法については、その

内容に応じて、リーフレット等の配

布、市ホームページへの掲載等を行

ってまいります。また、より良い周

知の方法について、他市の事例等を

研究してまいります。

男女共同参画に関する条例につ

いては、ご指摘のとおり、令和 3年

4 月 1 日現在、26 市中 13 市が既に

制定しており、男女共同参画社会の

実現に向けた有効な手段の一つで

あると認識しております。

その一方で、条例の制定には、市

民ニーズや機運の高まり、さらに、

効果的に条例を運用するため、条例

制定と合わせて実施する施策の検

討が必要であると考えております。

これらのことから、第５次プラン

に条例制定を明記することは困難

でありますが、先に述べた各種の状

況を見定めつつ、本市における条例

制定の必要性の検討などを進めて

まいります。
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は、他市の状況と比較していかにも遅いという誹りを免れま

せん。また、その間に成長していく次世代の子どもたちに着

目すれば、彼らが条例化の動きの中で学んだかもしれない男

女共同参画社会のイメージを、そうした動きもないなかで

は、十分に学ぶこともなく社会人となっていくことを意味し

ます。そのはとりもなおさず、取り返しがつかない未来への

負債となることを危惧します。

女性差別は女性たちへの人権侵害であり、その一点のみに

おいても一刻も早く、男女不平等な状況を解消するべく全市

を挙げて取り組む必要があります。ぜひ今回の第５次プラン

の企画政策課の最優先施策として「男女共同参画条例」の制

定を打ち出し、市民、市議会議員双方に条例づくりの働きか

けをお願いしたいと思います。

7 方向性Ⅰ

施策分野１

施策１

男女共同参画

に係る意識啓

発の推進

（P.20）

企画政策課にお願いしたいのは、可能な限り様々な審議

会、委員会にクオーター制を導入していただきたいことで

す。会議に女性が一人いるだけでは、女性たちの意見を上手

に討議に反映させることができません。複数でしかも日常的

に女性たちが市政へ参画することにより、女性たちも意見表

明が容易になるのです。そしてそのことは、市政に関心を持

つ人を増やし、市の活性化にもつながると思います。

現在、市においても、審議会や委

員会の委員の選任に当たり、女性委

員を積極的に選任いただくよう、働

きかけを行っているところであり

ます。

審議会や委員会の円滑な運営に

当たり、現段階において、クオータ

ー制を導入することは困難であり

ますが、市としましては、引き続き

女性委員の積極的選出に取り組み、

女性の参画促進を進めてまいりま

す。

8 方向性Ⅰ

施策分野１

施策１

男女共同参画

に係る意識啓

発の推進

（P.20）

生涯学習推進課が企画する各種講座等の充実は、男女共同

参画社会建設のためには避けて通れない個々人の意識変革

を促す、非常に重要な施策であると思います。

その上で、今後の生涯学習の展開を考えるとき、従来の「女

性たちのエンパワーメント講座」の重要性はもちろんです

が、それに劣らず男性たちを対象とした男性学講座の開設が

これからのキーワードとなってくると思います。

男女雇用機会均等法（1985 年）に始まり、男女共同参画基

本法（1999 年）、女性活躍推進法（2015 年）などさまざまに

女性の社会進出を促す法整備が進んでも、いっかな女性たち

の上には分厚い「ガラスの天井」があり続けています。その

ため 2020 年に至っても管理職に占める女性比率は民間企業

では 10.7％、国家公務員上級職で 4.2％にすぎません。（「女

性活躍・男女共同参画の現状と課題」内閣府 R4 年 1月）

その原因として近年改善を求められているのが、昇進者を

決める評価者・査定者に男性が多いという状況です。男性の

面接官、もしくは上司の無意識下のバイアスが、女性たちの

評価を下げ、ひいてはその昇進を阻害していると考えられて

いるのです。

そうであれば、現在社会の中枢にいる男性たちの意識が変

わらない限り、女性が意思決定の場に進むことは難しいでし

ょう。まずはそういう立場にいる男性達にこそ、女性蔑視の

バイアスを取り除くために、男性学の受講が必須だと思われ

ます。

男性学の講座は、男性たちの女性へのバイアスを取り除く

だけでなく、自身が男らしさの神話から解放され、新たな行

動スタイルを選択できるようエンパワーするものです。ぜひ

生涯学習課の施策として、男性学の講座の開設をお願いした

いと思います。

ご指摘のとおり、女性の活躍推進

のためには、企業の管理職等の仕事

や家庭における固定的な性別役割

分担意識を変えていくことが重要

であると考えております。

いただきました点については、今

後開講する講座の検討に当たって

の貴重なご提案として受け止めさ

せていただきます。
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9 方向性Ⅰ

施策分野１

施策１

男女共同参画

に係る意識啓

発の推進

（P.20）

「女と男のライフフォーラム」は、市民の意識改革を進め

る取組として有用だと考えますが、一度きりの参加では、参

加者の行動様式を変えるまでには至らないのではないでし

ょうか。

女性差別は、時代時代にさまざまな現れ方をします。その

ために、常に自らの男女共同参画の視点をアップデートして

いく必要があります。定期的にミーティングを開きながら、

仲間たちと自分を見つめ直し、自身の視座を獲得していく場

が必要だと思います。

アドホックなイベントの企画・運営だけで解散するのでは

なく、その後も参加者たちが継続して研鑽を積めるように、

公民館の友の会のような形で続いていくのが望ましいと思

います。メンバーたちが、あきる野市住民の男女共同参画意

識の変革を担うリーダー的存在となっていけるよう、行政か

らの息の長い働きかけ、サポートが重要であると思います。

「女と男のライフフォーラム」に

ついては、毎年度、実行委員会委員

を募集し、実行委員会により企画運

営を行っております。ご指摘のとお

り、実行委員会は、当該年度で解散

となってしまうため、継続的な活動

には至っていないのが現状です。

一方で、委員の皆様においては、

開催に至るまでの会議の中で、様々

な立場から意見や議論を交わして

いただいており、委員の皆様の行動

様式にも少なからず影響を与えら

れているのではないかと期待して

おります。

いただいたご意見につきまして

は、貴重なご意見として受け止めさ

せていただきます。

10 方向性Ⅰ

施策分野１

施策２

多様性や多文

化共生への理

解の促進

（P.20）

あきる野市には、人口比から割り出すと自覚の強弱はあり

ますが4000人ほどのLGBTQの当事者がいることになります。

しかし、現在でも市政の中ではその対応が充分になされて

いない事になっております。

市の職員などに対し早急に当事者がどんな事に困ってい

るのか、又生きることの難しさを感じているのかを当事者の

声を聴きその解消への対応を考えていただきたい。又、LGBTQ

の施策をするときには必ず当事者の意見を聞いて下さい。

職員研修を実施する中で、LGBTQ

に関する内容も含めて男女共同参

画に関する研修等を検討していき

たいと考えております。

また、市としましても、LGBTQ に

関する施策を検討する際には、当事

者の意見聴取や先進事例の活用が

重要であると考えております。しか

しながら、現段階において、当事者

への意見聴取の方法等を見いだせ

ておりませんので、まずは、意見聴

取の方法など、先進事例の研究を進

めてまいります。

11 方向性Ⅰ

施策分野１

施策２

多様性や多文

化共生への理

解の促進

（P.20）

各種の災害の時の避難所における入浴についてですが、自

衛隊に入浴施設の依頼をすると男女だけに分けられた施設

を作っていただけますが、性別再判定手術の済んでいないト

ランスジェンダー、いろいろな理由で手術ができないトラン

スジェンダー(体と心の性が食い違う人)体に大きな手術跡

がある人、車いすの人などはどちらの男女だけに分けられた

入浴施設を使用することが出来ません。

防衛省に問い合わせした所その自治体の首長がLGBTQの当

事者がいることや大きなお風呂に入れない人がいると防衛

省に伝えればシャワールームを作ってくださるようですが、

そのためには本意ではないカミングアウトをしなければい

けません。それなので避難所を作る時は必ずシャワールーム

を作ることを市の条例にしていただきたい。

本市が所有している避難所についても同じことが言えま

す。

災害時の避難所の入浴施設につ

いては、自衛隊が設置いたします。

男湯女湯しか設置できない場合、特

別な介助や配慮が必要な方などが

入浴する時間を設けるなど、災害時

の環境の中で、できる限り避難者の

状況に配慮しながら、被災者のスト

レスを少しでも緩和できるよう対

応していきたいと考えております。

また、「避難所を作る時は必ずシ

ャワールームを作ること」を条例と

していただきたいとのご意見につ

きましては、災害の状況等により、

市も臨機応変な対応を求められる

こととなりますので、一定のルール

を定める条例の性質にそぐわない

ものであると考えております。

12 方向性Ⅰ

施策分野１

施策２

多様性や多文

化共生への理

解の促進

（P.20）

健康保険証やマイナンバーカードなどの性別の表記を削

除するか又表面ではなく裏面に書いて表面には性別が表面

に書いてない理由を掲載していただきたい。又、まだ改名が

されていないトランスジェンダーに対して通称名でもいろ

いろな手続きが出来るようにしてください。

又、役所で必要な書類で性別の欄がある時には男女だけで

はなく「答えたくない」と言う欄も作ってください。

本市の国民健康保険の被保険者

証については、被保険者証の表面に

戸籍上の性別の記載を希望しない

旨の申し出があり、やむを得ない理

由があると判断された場合には、戸

籍上の性別を裏面に記載すること

ができるよう対応しております。

手続における通称名の利用につ

いては、住民基本台帳を基本として

本人確認等の照合作業を行うため、
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現段階においては、対応いたしかね

る状況です。

また、市の申請書類等につきまし

ては、法令上定めがある場合や性別

記載の必要性が明確な場合等を除

き、原則として、性別欄を設けない

こととしております。

13 方向性Ⅰ

施策分野１

施策２

多様性や多文

化共生への理

解の促進につ

いて

（P.20）

トランスジェンダーは病院での対応が出来ていないため

に重症化することが考えられるので、特に入院に関しては

MTF (男性から女性に)FTM（女性から男性に)の手術が必要に

なった時の入院部屋の事も考慮していただきたい。

その理由は、FTM は女性用の大部屋に入院の時は同室の人

すベてが異性となってしまいます。MTF の場合も同じことが

言えます。 (中には FTM でも男性が好きと言う人、MTF でも

男性が好きと言う人も確かにいますが。)

誰もが必要な医療行為を必要な時に安心して使えるよう

に願います。

又、阿伎留医療センターにジェンダークリニックを導入

し、ホルモン投与までの治療行為ができるセンターになって

ほしいと思っています。

入院時等に配慮が必要な方には、

個室で対応をしていただくなどの

対応が可能かを、医師会等に確認し

ながら検討してまいります。

ジェンダークリニックの導入に

つきましては、いただいたご意見と

して、公立阿伎留医療センターにお

伝えいたします。

14 方向性Ⅰ

施策分野１

施策２

多様性や多文

化共生への理

解の促進

（P.20）

国籍などに関係なくその個性と能力を発揮できる社会を

実現する・・・と書かれているのですが、あきる野市におけ

る外国籍の人たちの実態やかかわり方などが、どのようにな

っているのか不明です。近頃の武蔵野市の住民投票条例の問

題にみられるように、早晩外国籍の人たちの問題がクローズ

アップされる事態になった時にジェンダーフリーとしての

取り組みかたを検討する時期に来ているのではないでしょ

うか。

市内には、1,000 人を超える外国

籍の方が生活しており、多文化共生

の推進のためには、外国籍の方の生

活状況等を正確に把握することが

重要であると考えております。

一方、現段階において、市では、

外国籍の方の生活状況等を把握す

る手段を有しておりませんので、ま

ずは、外国籍の方にお話しを伺う方

法を考える必要があると認識して

おります。

いただきましたご意見につきま

しては、今後の施策等を検討する上

で、貴重なご指摘として受け止めさ

せていただきます。

15 方向性Ⅰ

施策分野１

施策２

多様性や多文

化共生への理

解の促進

（P.20）

性的マイノリティ、多文化共生の課題は、両者とも当事者

の人権の問題であり、どちらも行政には全力で取り組んでい

ただきたい課題だと思います。たとえば、印刷物による周知

啓発など消極的な施策で終わるのではなく、多数派の日本人

とマイノリティ住民の間に、住民同士としての共感をはぐく

むような企画を息長く続けていくことを望みます。

性的マイノリティ当事者の話を市民が聞く、外国籍住民と

意見交換をする、お国の料理を教えてもらうなど交流のため

のプラットフォームを立ち上げ、両者が直接出会い、お互い

を知る機会を多く作っていただきたいと思います。

両者の人間的な交流を通じて、多数派日本人にとっては、

マイノリティ住民への無関心や知らないことから生じる不

信感、排除意識を払しょくする効果が得られるであろうし、

マイノリティ住民にとっても、日本人のコミュニティの中に

迎え入れられたことで、住む土地への帰属意識も生まれ、安

心して生活できる契機とできるのではないでしょうか。

また、多文化共生というと、英語圏の人を招いて交流する

ことを良しとする市民も多いかと思いますが、あきる野市は

ベトナム籍、中国籍の方多いと聞いています。そうした方々

との交流を図るほうが、あきる野市民への啓発活動として効

果が大きいと思います。

ご指摘のとおり、性的マイノリテ

ィの理解促進や多文化共生の推進

のためには、互いを知り理解し合う

ことが非常に重要であると考えて

おります。

一方、現段階において、市では性

的マイノリティの方や、外国籍住民

の方にお話しを伺う手段を有して

おりませんので、まずは、先進自治

体の事例等から、こうした方法につ

いて研究をしていきたいと考えて

おります。

また、本市にはベトナム籍の方が

多いことは市も把握しております

ので、市ホームページにおけるベト

ナム語への変換機能の追加などを

行っております。

いただきましたご意見につきま

しては、今後の施策推進に当たって

の貴重なご提案として受け止めさ

せていただきます。
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16 方向性Ⅰ

施策分野２

施策１

学校における

人権・男女平等

に関する教育

の推進

（P.21）

昭和生まれの人たちの意識を変えることはなかなか大変

です。そこで学校教育あるいは幼児教育の頃から男女共同参

画、ジェンダー平等の意識が当たり前のことだということを

体験できる場を沢山作ってほしいと思っています。

いじめの問題、ジェンダーフリーなど学べる場が必要で

す。それは道徳というより人間としての在り方に属する考え

方だと思います

第4次でどのように実践してきたのかが明確ではありませ

ん。

教職員に対する研修等に加え、令

和元年度には、市立増戸小学校が東

京都人権尊重教育推進校として、研

究を行うなどの活動を行ってまい

りました。

第４次あきる野男女共同参画プ

ランの進捗状況については、市ホー

ムページ上で公開しております。

17 方向性Ⅰ

施策分野２

施策１

学校における

人権・男女平等

に関する教育

の推進

（P.21）

性別による差別は、憲法 14 条において禁じられており基

本的人権の問題です。そうした人権問題と「男女仲良く」と

か、「互いに思いやりを持とう」などという、いわゆるモラ

ル、道徳の話は次元が違うものです。女性への差別の問題は、

「道徳」で取り扱うのではなく、社会科の課題として積み重

ねられてきた判例等も交え、人権侵害の問題として教えてい

ただきたいと思います。

そして、こうした人権侵害がなぜ起きてきたのか、明らか

な人権侵害の問題でありながら、なぜ今も解消できないのか

を学び、同時に人権侵害が起きた時、男性であれ女性であれ、

それを感知する法的感性を養っていただきたいと思います。

その上で、もし自分にそうした人権侵害、たとえば職場で

の性差別やセクハラ、マタハラなどが起きた場合、被害にど

う対処するのか、訴訟も含めてあらゆる権利回復の方法を、

社会で生きていく必要知識として教えておいていただきた

いと思います。

ご指摘のとおり、性別による差別

は人権問題であり、東京都教育委員

会の人権教育プログラムにおいて、

人権課題として取り上げられてお

ります。

本市においても、人権尊重の精神

を養えるよう人権教育を推進して

まいります。

18 方向性Ⅰ

施策分野２

施策１

学校における

人権・男女平等

に関する教育

の推進.

（P.21）

学校において、取り組んでいただきたいのは、興味本位で

はなく、ジェンダー問題を取り込んだ正しい性知識を教える

性教育です。

昨年、立川市のホテルで風俗店に勤務する女性が殺害され

る事件が起き、その加害少年があきる野市在住であったこと

は、市民だれしも記憶に新しいところです。性にまつわるト

ラブルで、子どもたちを加害者にも被害者にもさせないため

には、性の正しい知識をなるべく早く子どもたちに持っても

らえる「性教育」の体系が整えられなければなりません。

幸い、ユネスコが中心となって作成した「国際セクシュア

リティ教育ガイダンス」という性教育に関しての国際的な教

育指標が出されており、そこでは、性を含めた全人的な健康

や幸福な人生の享受を根幹に据えた性教育の指標が示され

ています。

そうした基準に則った性教育をあきる野市の教育現場で

も取り入れ、子どもたちも保護者も学べるようにしていただ

くことを望みます。

性教育については、東京都教育委

員会の学習指導要領及び性教育の

手引きに基づき実施しております。

いただいたご意見につきまして

は、貴重なご意見として、受け止め

させていただきます。

19 方向性Ⅰ

施策分野２

施策１

学校における

人権・男女平等

に関する教育

の推進

（P.21）

「周知啓発に加え、子どものときから～」ということには

同意できます。学校教育の場における人権教育そしてまた、

セクシャリティ教育（後述します）についてより一層の推進

が必要だと考えられます。同時に、人権教育もセクシャリテ

ィ教育も、学校で教えられる知識のみで完結するものではあ

りません。社会教育・家庭教育も含め、生活の場面を通じて

経験的に身につけていくものです。学校教育・社会教育（生

涯学習）・家庭教育、そういった視点での意識形成の方向性

についてぜひ、連携した取り組みを進めていってほしいと思

います。ちなみに、セクシャリティ教育とは、2009 年にユネ

スコを中心としてWHOやユニセフなどの国際機関が共同文章

として発表した「国際セクシャリティ教育ガイダンス」に詳

しく書かれておりますのでそちらを参照してください。従来

の性教育にとどまらず、自分と相手の身体と心について知

り、自分の生きる、相手の生きるを大切にするための教育で

人権教育については、東京都教育

委員会の学習指導要領や人権教育

プログラムに、性教育については、

学習指導要領及び性教育の手引き

に基づき実施しております。

いただいたご意見につきまして

は、貴重なご意見として、受け止め

させていただきます。
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あり、世界標準です。『ゼロから学ぶ障害のある子ども・若

者のセクシャリティ』（伊藤修毅・全障研出版）も参考にな

るかと思います。また、前述した社会参画ということを考え

れば、政治に関する教育も必要になるのではないかと考えら

れます。

20 方向性Ⅱ

施策分野１

施策２

若年層の性暴

力被害予防に

関する周知啓

発

（P.23）

被害の予防啓発だけでなく、性暴力の加害者、「JK ビジネ

ス」などで少女たちの性を商売にする人たち、そうした人た

ちへの警告、取り締まりも同時に行っていただきたいと思い

ます。

また、苦しんでおられる被害者が安心して状況を話せる相

談施設の充実（もちろんそのまま支援に入れる組織）、加害

者が再犯防止プログラムに取り組めるように支援する組織

が必要であろうと思います。

「若年層の性暴力被害予防に関

する周知啓発」の取組は、内閣府が

進める女性に対する暴力の根絶、若

年層を対象とした性的な暴力の啓

発を踏まえて実施するものとなり

ます。

内閣府は、「若年層の性暴力被害

予防月間」を設定し、若年層の様々

な性暴力被害の予防啓発や性暴力

被害に関する相談先の周知、周りか

らの声掛けの必要性などの啓発を

行い、若年層が性暴力の加害者、被

害者、傍観者にならないことの啓発

を徹底するとしております。市では

取り締まり等を行うことはできま

せんが、内閣府の動きに沿い、当該

取組の趣旨に則り、若年層が被害者

にも加害者にも傍観者にもならな

いよう、周知啓発に取り組むととも

に、相談体制の充実に努めてまいり

ます。

21 方向性Ⅲ

職業生活にお

ける女性の活

躍及びワーク

ライフバラン

スの推進

（P.26）

子育て支援は以前と比べると充実してきていると感じま

す。

しかし、私の見落としかもしれませんが、企業の意思決定

の場における女性比率を上げる具体的な施策が、第５次プラ

ンには盛り込まれておりません。民間企業に対しても管理職

に女性を増やそうというインセンティブがある施策を打ち

出していただきたいと思います。

一定規模以上の事業者におきま

しては、「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」に基づ

き、事業主行動計画の策定・公表が

義務付けられており、管理職に占め

る女性労働者の割合等について、目

標の設定や達成状況等を示すこと

とされております。

市としましては、こうした制度等

を踏まえ、ワーク・ライフ・バラン

スを推進する事業所の認定事業（Ｐ

28 事業 36）を実施しております。

22 方向性Ⅳ

施策分野１リ

プロダクティ

ブ・ヘルス/ラ

イツの推進

（P.31）

従来妊娠２２週までの中絶に必要であった「配偶者の同

意」条件が２０２１年３月より緩和され、DV 被害者は配偶者

の同意がなくても自分の意思のみにより中絶が行えるよう

になりました。が、リプロダクティブ・ヘルスの考え方、「妊

娠や出産について、女性の自己決定権を尊重する」という本

旨はいまだに十分浸透していないと感じます。

妊娠中絶だけでなく、不妊治療、出生前検査の問題など、

近年出産をめぐっては、医学の発達や人々の意識の変化によ

り、今まで存在しなかったような新たな状況が生まれてお

り、それに伴った問題も数多く出現しています。

こういった新しい状況や課題に当事者として向き合う若

い世代はもちろん、その判断をサポートする親世代の人たち

にとっても、正しい知識と理解の上で、個々人が自分の意見

を形成していくことが大切なのではないかと考えます。

市民同士が出産の現状を知り、さまざまな課題について学

び議論できる場があるとよいと思います。保健師がそうした

場を設け、市民が新しいリプロダクティブ・ヘルスについて

自分の知見をアップデートしつつ、自分の意見を持てるよう

リードしていただきたいと思います。

ご指摘のとおり、当事者となりう

る若い世代に限らず、親世代に対し

ても妊娠や出産について、正しい知

識と理解を得ることは非常に重要

であると考えております。

いただいたご意見につきまして

は、貴重なご意見として受け止めさ

せていただき、今後に生かさせてい

ただきます。
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第３章

23 計画の推進体

制

（P.36）

あきる野市としての男女共同参画センターの設置を計画

してください

計画の推進体制の具体化になると思います。

男女共同参画センターは男女共同参画推進の拠点として

いくつもの自治体に設置されている状況を羨ましく感じて

います。自治体によっては男女共同参画条例や男女共同参画

市宣言などもみられますし、第 5次プランの期限中(R9)の実

現を願います。

本市においても男女共同参画プランや女と男のフォーラ

ムなどの実践の積み重ねがありますし、これらの資料を始

め、国・都・他地区の取り組みの紹介や実践を積極的に市民

に情報発信する体制作りが必要だと思います。内閣府男女共

同参画局、国立女性教育会館 HP や都、他地域の先進的事例・

実践を参考にしつつ、本市ならではの実践を進めていただき

たいと思います。何より次代を担う小中高生、大学生、子育

て世代の若い方に男女共同参画の風を送り、意識を広げ高め

ていくことができたらと切に思います。

男女共同参画センター等の男女

共同参画や女性のための総合的な

施設については、令和 3年 4月 1日

現在、東京都内の 26 市中 18 市にお

いて設置されております。

ご指摘のとおり、当該施設の導入

は、男女共同参画に関する情報や相

談窓口等を市民に発信する上で、効

果的な手法であると認識しており

ます。

現在のところ、市では、男女共同

参画センターの設置には至ってお

りませんが、関係各課で男女共同参

画に関する施策を分担して実施し

ている状況であり、女性相談窓口の

設置など、一定の機能は確保できて

いると考えております。

今後、更に男女共同参画に関する

施策を推進するに当たり、体制や拠

点の整備を行うかどうかにつきま

しては、いただいたご提案や他の行

政課題への対応状況を踏まえ、総合

的な視点からの検討課題とさせて

いただきます。

24 計画の推進体

制

（P.36）

全庁的な、そして市民との連携推進体制に関して

男女共同参画社会の実現に向けては、全庁的な取り組み

と、市民との協働推進が必要不可欠だと考えられます。その

点、推進体制についての方向性には同意します。しかしなが

ら、非常に残念なことに先日パブリックコメントが募集され

ていた、市の教育基本計画（第３次）とあきる野学びプラン

４において、「男女共同参画社会」の実現に向けた取り組み

が、関連する項目はあるものの明確に記述はされていません

でした。これは一体どういうことなのでしょうか。協働と一

言で言っても、非常に難しいことなのはよくわかります。し

かし、これではいかに「全庁的に取り組みます！」と言って

もむなしく聞こえてしまいます。少し期間はズレてしまいま

したが、今からでも計画の策定に関して連携して推進してい

くことを確認する必要があるのではないかと思われます。

P15 の「6 計画の性格・位置付け」

でお示ししておりますとおり、本計

画と、関連する個別計画について

は、相互に調整を図るものとしてお

り、本計画の策定に当たりまして

も、関係各課と調整を行い、施策推

進に当たっての連携を確認してき

ております。

教育基本計画や生涯学習推進計

画には、それぞれの主目的があり、

男女共同参画の取組につきまして

は、本計画に集約しておりますの

で、ご理解いただきますようお願い

いたします。

25 数値目標の設

定

(P.38)

学童クラブの待機児が 89 人、これを 0にする取組がかか

げられていますが、小学生の放課後の居場所として早急に改

善をしてほしいものです。

待機児童解消に向けて、子ども・

子育て支援総合計画に基づき、取組

を進めてまいります。

なお、待機となった児童に対しま

しては、児童館特例利用により、居

場所を確保する取組を行っており

ます。

26 数値目標の設

定

(P.38)

健康支援の項 がん検診に受診率があまりにも低すぎま

す。補助金などの支給も含め単に受診者を増やすという記述

ではなく具体的目標が必要なのでは

令和 2年度の実績においては、新

型コロナウイルス感染症の感染拡

大等の影響により、受診率が低下し

たと捉えております。令和 3年度に

おいては、自己負担額を減額するな

どの取組を行っております。

受診率の向上に向けて、他自治体

の取組を研究し、今後の施策推進に

取り組んでまいります。

なお、本項目は受診率の向上を目
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標とするため、「がん検診を受診す

る人を増やす」から「がん検診の受

診率を増やす」に表記を変更しま

す。

27 数値目標の設

定

(P.38)

市職員の女性管理職のうち、意思決定に関わる立場の女性

登用を進めてください

市議会を傍聴した際に、市の役員席には女性が 1人の状況

で、殆どは男性であり女性登用の遅れは歴然と感じました。

(市議席の女性率は 30%に近く、202030 と国の目標値に近い

状況と見受けました)

本市第5次プランのP38を見ると第4次プランと比べ管理

職と監督職が別記されわかりやくなりました。女性登用が進

んでいることも現状の数値が示していますが、国の第 5次基

本計画第 1分野「政策・方針決定への女性の参画拡大」P20

の表に照らし、より意思決定に関わる立場の女性率の目標値

を設定し、実効性を高めていただきたいと思います。部長級

等の意思決定に関わる女性登用の目標値の設定は市職員の

意識を変えることにもつながるのではないでしょうか。ま

た、議場の女性率も上がり、市民にも女性登用が見える形で

広がっていくことが期待できると思います。

「あきる野市特定事業主行動計

画」におきまして、女性職員の登用

の拡大として、管理職及び監督職に

おける女性職員の割合の増加を目

標に掲げており、市においては、女

性職員に対するキャリア形成支援

等の取組を進めており、課長級及び

監督職における女性職員の割合は

増加傾向にあると認識しておりま

す。

ご指摘のとおり、現在の市の部長

級職員 13 人のうち、女性職員は 1

人となっておりますが、今後も上記

取組等を進めることで、部長級職員

への女性登用も進んでいくと考え

ております。

28 数値目標の設

定

(P.38)

小中学校の女性管理職の登用の目標値を設定してくださ

い。

国の第 5次基本計画第 10 分野において、小中学校女性管

理職の割合については校長 20%、副校長 25%と示されていま

す。国の第 3次・第 4次基本計画では、女性管理職の割合と

いう記述だったものが、校長、副校長と職位別の目標値とな

りました。また、P114 (1)には特に、学校においては校長へ

の女性の登用を一層促進するとの一文が入りました。校長は

意思決定に関わる立場であり、副校長は補佐的立場です。国

の第 10 分野のワーキンググループ会議において、OECD 調査

における中学校の女性校長の割合が最下位であったことが

論議され、校長がクローズアップされたと聞いています。

全国の女性管理職率は 教育委員会月報(令和 3 年 2 月号)

の県市別の校長等人数及び登用者数(金和2年 4月 1日現在)

によると、小学校女性校長 21.8%,同副校長率 32.4%、中学校

女性校長率は 7.6%、同副校長率は 15.4%となっています。各

自治体の女性管理職率は自治体間の差が大きく、小学校女性

校長率が最も高いのは広島県で、46.7%と約半数に近い小学

校が女性校長となっています。あきる野市の女性校長・副校

長率はともに全国平均に届かない状況です。前述の P114 に

は管理職の性別構成が児童生徒の意識に影響を与えること

を踏まえ…の一文もありますし、子どもたちから見る学校の

男女共同参画の景色は大きく違って来るのではないでしょ

うか。特に女子児童生徒のロールモデルになり得る存在で

す。

元東京学芸大学 村松泰子学長が「学校に男女共同参画の

景色を作ろう」と国立女性教育会館コラムにドイツの 6歳男

子の例を引いています。彼の問いは「男でも首相になれる

の？」というもの。メルケル首相在任時のことですが、初め

て触れる環境の影響の大きさを伝えていると思います。

是非、本市の女性校長・副校長率の現状と目標値を設定し

てください。

本市には、小学校 10 校、中学校 6

校に校長・副校長が１名ずつ配置さ

れており、このうち、女性管理職の

割合につきましては、小学校校長は

10％、副校長は 20％、中学校校長・

副校長はともに 0％となっておりま

す。

公立小中学校の教職員人事につ

いては、東京都教育委員会が採用し

た教職員を配置するため、目標値等

の設定は行っておりません。

しかしながら、「教育委員会や学

校において、女性の能力発揮が組織

の活性化に不可欠である」との国の

第5次男女共同参画基本計画の考え

方を踏まえ、女性管理職の登用につ

いて、東京都と調整を行いながら推

進してまいります。

29 数値目標の設

定

(P.38)

市職員の男性育休取得率を全国平均以上の目標値に設定

を

総務省の調査による 2020 度実績では、地方公務員男性の

育休取得率が 13.2%となっていますが、本市の実績と共に第

5次プランに目標値を設定してください。国家公務員男性が

「あきる野市特定事業主行動計

画」におきまして、市職員の育児休

業取得率の増加を目標として掲げ

て、制度の周知や育児休業を取得し

た職員の円滑な職場復帰の支援等
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29.0%であることも踏まえ、地方公務員男性の育休取得率向

上が必要です。女性の育休取得率が高いのはこれまでの社会

構造の反映でしょうが、男性の育休取得は男女共同参画社会

への人々の意識変容を具体的に促し、周囲にも見えていくこ

とにおいて重要だと思います。

に取り組んでおります。

当該計画に基づき、本計画におい

ても、Ｐ39「（2）事業ごとの目標」

内の「事業 23 育児･介護休業制度の

普及啓発」の項目において、男性職

員の育児休業取得率の目標を設定

しており、令和 2 年度の実績は

30％、令和 7 年度における目標は

50％としています。

また、男性職員の 1か月以上の育

児休業取得率の目標を設定してお

り、取得率向上に加え、長期間の育

児休業が可能な職場環境づくりの

ため、関係条例を改正するなど、取

り組んでまいります。


